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基本情報

会社名 株式会社ニーリー / Nealle Inc.

設立 2013年1月

代表 佐藤 養太

所在地 〒103-0012

東京都中央区日本橋堀留町1丁目9−8 人形町PREX 7階

主な事業
モビリティSaaS【Park Direct】事業　

インキュベーション事業

株主
経営株主3名、Keyrock、シニフィアン(THEFUND)、三菱UFJキャピタル、新明和工業、静岡キャピタル、横浜キャピタル、小僧

com、SBIインベストメント、SPARX(未来創生3号ファンド)、Logistics Innovation Fund、中国電力、tb innovations

1｜会社概要
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1｜会社概要

資金調達実績 累計資金調達額

約56億円

※エクイティ/デット含む
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0.2億円
0.7億円

2.7億円

10.1億円

16.5億円

26億円
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1｜会社概要
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国土の長期展望について
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2040年の住宅市場と課題
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高齢者の生活・外出について
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2040年、道路の景色が変わる



11

DXレポート



2040年や2050年の話やDX、
現時点で気にするべきか....？
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年間12兆円
経済産業省が2018年に算出
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2025〜2050年
国の将来予測資料から読み

解く不動産市場の今後
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2025年社会はどうなっているか

全人口の4人に1人が
高齢者となる

2030年には全人口の3人に1人が高齢者

後期高齢者の5人に1人が
認知症患者になると見込まれている

日本の社会保障給付費が
152兆円に達し、会社員の保険料負担が

年収の15.30％に上昇する
（2005年で11.77％）

4人に1人

5人に1人

152兆円
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全国の居住地域の約半数で人口が半減
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全国の居住地域の約半数で人口が半減
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全国の居住地域の約半数で人口が半減
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新設住宅着工戸数は減少見通し
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東名阪と一部地域のみ人口増加
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但し、市街地でも需要減あり
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不動産業界に関連のある変化

新規住宅着工戸数減少
=戸数増以外の施策に取り組む

重要性UP

居住地域の減少
=人口が増加・維持する場所を

いかにおさえるか

前提条件

4人に1人が高齢者
（外に出歩く回数は減る）

=対面業務は減る

東名阪と一部地域以外人口減少
=有望な土地の在庫を

おさえる必要あり

60,70代の
インターネット利用者急増中

=非対面は増える

1. 対象エリアを広げる→ビジネスの損益分岐点を下げる
2. 顧客あたり単価上昇を狙う→土地の「在庫」をより多く抱える
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対象エリアを広げる→ビジネスの損益分岐点を下げる
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この戦略実行のために、
新たに店舗や事務所を

出すのか？

それともDXを実現して、
オンライン上でも顧客を獲得・管理

できるようにするか？

1. 対象エリアを広げる



ITを利用して、より
スムーズに業務を
行えるようにする
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DX化の一環
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・システムの導入時間が短い

（すぐ使える）

・サクッと解約サクッと再入会できる手

離れの良さ
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顧客あたり単価上昇を狙う→土地の「在庫」をより多く抱える
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その場所に止まるということは、そ
の場所を盛り上げることにも寄与し

ないといけない。
例えば、スマートシティを推進して

人を呼び込む、など。

2.　残存者利益を狙って、その場所にとどまり顧客あたり単価上昇を狙う
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2.　顧客あたり単価上昇を狙う
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2.　顧客あたり単価上昇を狙う
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2.　顧客あたり単価上昇を狙う
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2.　顧客あたり単価上昇を狙う
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2.　顧客あたり単価上昇を狙う
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顧客あたり単価上昇を狙う→土地の「在庫」をより多く抱える
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3｜事業概要

Park Direct（駐車場オンライン契約）事業｜概要

モビリティSaaS

● 駐車場の募集・契約・契約後の管理業務まで全てオンライン化する顧客管理ツールを提供

● 自社ポータルサイト・QRコード付看板を通じた集客強化の実施

リリース日 2019年11月1日

導入社数 約700社  

導入台数 約80万台

開発期間 2018年11月〜
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駐車場に関する手続きをオンライン化し、管理会社様と借主様の負荷を削減

管理会社様 借主様

Park Directが実現する電子契約・オンライン顧客管理の領域

賃貸借契約書

駐車場情報を
Park Directに登録

オンライン契約・顧客管理
収納代行（保証付き）

簡単オンライン契約
クレジットカード支払い

駐車場検索・
契約サイトの提供

集客
駐車場管理

駐車場
管理委託

オーナー様

3｜ビジネスの商流
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3｜クライアント（不動産管理会社等）への主な提供価値

業務効率化集客力UP

2週間で50台の新規契約（JA様での事例） 業務負荷を約92%削減

管理業務の工数を約92%削減しつつ、

反社チェック等の顧客審査業務を付加価値として提供。

（詳細次頁）

92%
reduction in 

operating costs

各種施策と自社ポータルサイトを通じて、集客と稼働率のUP

を短期間で実現。

・オンライン：GoogleMap登録、SEO対策

・オフライン：QRコード付看板、キャンペーンの実施
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50 
 units in 2 weeks
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3｜クライアント（不動産管理会社等）への主な提供価値

Park Direct導入により効率化可能な業務

新規契約
手続き

Web・現地募集

契約手続き

更新・解約
手続き

受電・問合対応

費用回収

申込手続き 審査（自動審査有）

受電・問合対応

返金・相殺処理

更新・解約手続き

クレジットカード決済

管理業務
-PD顧客-

顧客情報変更
手続き

トラブル対応
-電話・メール-

賃料回収

現地対応
-見回り・清掃等-

費用回収 顧客情報変更

滞納対応 賃料保証

問合一次受け
(24時間365日) その他業務

管理業務
-既存顧客-

Park Directで完結する業務

一部残る業務／効率化可能

無くならない業務
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3｜月極駐車場にとどまらず、分譲・賃貸マンションでの利用も急拡大
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1,000台を1-2人で管理。
これ以上駐車場管理は増やせない。

→PD導入により、3,000-4,000台以上を
同じ人数で管理できる

管理工数を増やすことなく（むしろ下げて）、
土地の「在庫」を増やせる
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2040年、道路の景色が変わる
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2019年度の国民生活に関する世論調査は、

日本人が「家族団らん、休養、趣味・スポーツ、友人・知人との付き合い」等に

生活の充実感を感じるとの結果を示している。

また、ハーバード大学の研究は、約700人を 75 年間追跡して幸福とは何かを分析し、

「良好な人間関係により、人はより幸せに、より健康になることができる」

と結論付けた。

更に、新型コロナウイルス感染症の拡大により、移動や交流が制限されるなか、私たちは対面でのコミュ

ニケーションの普遍的な価値を再確認した。

私たちの「幸せ」には、他者との「交流」が重要な意味を持つのである。

大事な方々と過ごす日々がより重要で、その「時間」の価値は高まっている
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いざ、という時のために
既存事業（のオペレーション）を

身軽にし、
より本質的なものに

向き合う「時間」の創出が必要
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Suica（電子決済）
のない世の中
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ETCのない世界
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DX・土地在庫の獲得
はじめの一歩
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ご清聴ありがとうございました


